
政策環境建設常任委員会及び 

予算特別委員会政策環境建設分科会 

議事次第 

 

令和６年３月５日（火） 

午 後 １ 時 3 0 分 ～ 

於 ： 第 ２ 委 員 会 室 

 

 

１ 開  会 

 

 

 

２ 付託議案及び審査依頼議案（質疑終結まで） 

 

 

 

３ 付託議案（討論・採決） 

 

 

 

４ 審査依頼議案（適否確認） 

 

 

 

５ 閉  会 



企画理事 鈴 木 一 弥 建設交通部長 濱 田 禎

建設交通部副部長
（監理課長事務取扱）

植 村 智 豪

建設交通部技監
（土木担当）

林 龍 夫

総合政策環境部長 岡 本 孝 樹
建設交通部技監
（都市・建築住宅担当）

西 村 祥 一

総合政策環境部子育て社会推進監
（総合政策室長兼務）

坂 野 修 一
建設交通部公営企業管理監
（建設交通部副部長併任）

曽 和 良 広

総合政策環境部副部長
（子育て社会推進監付理事兼務）

片 岡 美 佳
建設交通部理事
（道路政策担当）

西 岡 久

総合政策環境部副部長 西 村 敏 弘
建設交通部理事
（交通政策担当）

八 田 直 哉

総合政策環境部技監 松 山 豊 樹
建設交通部理事
（指導検査課長事務取扱）

渡 邉 裕 幸

総合政策環境部理事
（政策環境総務課長事務取扱）

石 澤 雄 一
建設交通部理事
（河川課長事務取扱）

小長井 彰 祐

総合政策環境部理事
（脱炭素社会推進課長事務取扱）

島 田 和 幸 用地課長 青 山 隆 夫

総合政策環境部企画参事 吉 岡 信 吾 道路計画課長 傍 島 史 宗

総合政策室企画参事 曽 我 学 道路建設課長 小 松 吉 則

総合政策室企画参事 浅 野 誠 道路管理課長 中 坊 傳

総合政策室企画参事 子 川 貴 司 交通政策課長 笹 井 淳

地域政策室長 北 村 哲 也 砂防課長 小 松 靖 彦

地域政策室企画参事
（北部担当）

万 所 ル ミ 都市計画課長 桑 場 功

地域政策室企画参事
（中部担当）

辻 川 明 徳 建築指導課長 坂 本 智 生

地域政策室企画参事
（南部担当）

吉 田 宏 則 住宅課長 内 藤 良 辰

情報政策課長 青 木 耕一郎 公営企画課長 大 路 裕 子

デジタル政策推進課長 清 水 直 喜 建設整備課長 碇 正 登

企画統計課長 名 和 真 一 水環境対策課長 長谷川 広 樹

大学政策課長 河 野 勉

循環型社会推進課長 峯 勝 之

自然環境保全課長 後 藤 幸 宏 商工労働観光部・建設交通部港湾局副局長 村 田 利 幸

環境管理課長 笠 原 淳 史 （ 計 45 名 ）

政策環境建設常任委員会　出席要求理事者名簿
（令和６年２月府議会定例会）

（３月５日）

【総合政策環境部】

【建設交通部】

【商工労働観光部・建設交通部】

【企画理事】



【付託議案（討論・採決）】

企画理事 鈴 木 一 弥

総合政策環境部長 岡 本 孝 樹

総合政策環境部副部長
（子育て社会推進監付理事兼務）

片 岡 美 佳

総合政策環境部副部長 西 村 敏 弘

総合政策環境部技監 松 山 豊 樹

総合政策環境部理事
（政策環境総務課長事務取扱）

石 澤 雄 一

総合政策環境部理事
（脱炭素社会推進課長事務取扱）

島 田 和 幸

デジタル政策推進課長 清 水 直 喜

大学政策課長 河 野 勉

環境管理課長 笠 原 淳 史

建設交通部長 濱 田 禎

建設交通部副部長
（監理課長事務取扱）

植 村 智 豪

建設交通部技監
（土木担当）

林 龍 夫

建設交通部技監
（都市・建築住宅担当）

西 村 祥 一

建設交通部公営企業管理監
（建設交通部副部長併任）

曽 和 良 広

住宅課長 内 藤 良 辰

（ 計 16 名 ）

政策環境建設常任委員会　出席要求理事者名簿
（令和６年２月府議会定例会）

（３月15日）

【建設交通部】

【企画理事】

【総合政策環境部】



【所管事項（建設交通部、商工労働観光部・建設交通部）】

建設交通部長 濱 田 禎

建設交通部副部長
（監理課長事務取扱）

植 村 智 豪

建設交通部技監
（土木担当）

林 龍 夫

建設交通部技監
（都市・建築住宅担当）

西 村 祥 一

建設交通部公営企業管理監
（建設交通部副部長併任）

曽 和 良 広

建設交通部理事
（道路政策担当）

西 岡 久

建設交通部理事
（交通政策担当）

八 田 直 哉

建設交通部理事
（指導検査課長事務取扱）

渡 邉 裕 幸

建設交通部理事
（河川課長事務取扱）

小 長 井 彰 祐

監理課参事 村 上 哲 司

用地課長 青 山 隆 夫

道路計画課長 傍 島 史 宗

道路建設課長 小 松 吉 則

道路管理課長 中 坊 傳

交通政策課長 笹 井 淳

砂防課長 小 松 靖 彦

都市計画課長 桑 場 功

建築指導課長 坂 本 智 生

住宅課長 内 藤 良 辰

営繕課長 山 崎 眞 治

公営企画課長 大 路 裕 子

建設整備課長 碇 正 登

水環境対策課長 長 谷 川 広 樹

商工労働観光部・建設交通部港湾局副局長 村 田 利 幸

（ 計 24 名 ）

政策環境建設常任委員会　出席要求理事者名簿
（令和６年２月府議会定例会）

（３月15日）

【建設交通部】

【商工労働観光部・建設交通部】



企画理事 鈴 木 一 弥

総合政策環境部長 岡 本 孝 樹

総合政策環境部子育て社会推進監
（総合政策室長兼務）

坂 野 修 一

総合政策環境部副部長
（子育て社会推進監付理事兼務）

片 岡 美 佳

総合政策環境部副部長 西 村 敏 弘

総合政策環境部技監 松 山 豊 樹

総合政策環境部理事
（政策環境総務課長事務取扱）

石 澤 雄 一

総合政策環境部理事
（脱炭素社会推進課長事務取扱）

島 田 和 幸

総合政策環境部企画参事 吉 岡 信 吾

総合政策室企画参事 曽 我 学

総合政策室企画参事 浅 野 誠

総合政策室企画参事 子 川 貴 司

地域政策室長 北 村 哲 也

地域政策室企画参事
（北部担当）

万 所 ル ミ

地域政策室企画参事
（中部担当）

辻 川 明 徳

地域政策室企画参事
（南部担当）

吉 田 宏 則

情報政策課長 青 木 耕 一 郎

デジタル政策推進課長 清 水 直 喜

企画統計課長 名 和 真 一

大学政策課長 河 野 勉

循環型社会推進課長 峯 勝 之

自然環境保全課長 後 藤 幸 宏

環境管理課長 笠 原 淳 史

（ 計 23 名 ）

政策環境建設常任委員会　出席要求理事者名簿
（令和６年２月府議会定例会）

（３月18日）

【企画理事】

【総合政策環境部】



政策環境建設常任委員会議案付託表 
（２月26日付託分） 

 
 

議案番号 件          名 

  
 ２５ 
 
 ２８ 

 
 
２９ 

 
４３ 
 
４６ 

 
 

 
 京都府手数料徴収条例等一部改正の件 
 
住民基本台帳法施行条例及び行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律施行条例一部改正の件 
 
 水質汚濁防止法に基づく排水基準に関する条例一部改正の件 
 
 指定管理者指定の件（公営住宅洛西西境谷団地等） 
 
 京都府公立大学法人定款変更の件 
 

※ ３月５日（火）・・・説明聴取、質疑 

  ３月15日（金）・・・討論・採決 

 

  



政策環境建設常任委員会議案付託表 
（３月４日付託分） 

 
 

議案番号 件          名 

  
７３ 

 

 
舞鶴港第２ふ頭多目的クレーン建設工事請負契約締結の件 

 
 

 
※ ３月５日（火）・・・説明聴取、質疑、討論・採決 



予算特別委員会政策環境建設分科会 
議案審査依頼表 

（３月４日付託分） 
 
 

議案番号 件          名 

  
 ４９ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 令和５年度京都府一般会計補正予算（第９号） 
 
歳入中    第 ７ 款  分担金及び負担金 
 
          第 ２ 項  第 ３ 目 
 

第 ８ 款  使用料及び手数料 
 

第 １ 項  第 １ 目 
 

第 ７ 目 
     

第 ２ 項  第 １ 目 
 
       第 ３ 目 
 
       第 ７ 目 

 
第 ９ 款  国庫支出金 

 
第 １ 項  第 ４ 目 
 

第 ５ 目 
 

第 ７ 目 
 

第 ２ 項  第 １ 目 
              

    第 ３ 目 
 
    第 ７ 目 

           
    第 ９ 目 

           
第 ３ 項  第 １ 目 

 
第 ３ 目 
 
第 ７ 目 

 
                 第 ９ 目 
 

第 10 款  財 産 収 入 
 

第 １ 項  第 １ 目 
 

第 ２ 項  第 １ 目 
 
第 ２ 目 

 
第 11 款  寄 附 金 

 
          第 １ 項  第 １ 目 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
第 ３ 目 
 
第 ６ 目 
 
第 ７ 目 

 
       第 12 款  繰 入 金 
 
          第 ２ 項  第 ４ 目 

 
第 ９ 目 

 
       第 14 款  諸 収 入 
 
          第 ３ 項  第 ３ 目 

 
第 ７ 目 

 
          第 ４ 項  第 ５ 目 
 
          第 ７ 項  第 ４ 目 
 
歳出中    第 ２ 款  総 務 費 
 
          第 １ 項  第 １ 目 
 

第 10 目 
 
          第 ２ 項  第 １ 目 
 

第 ２ 目 
 

第 ３ 目 
 

          第 ７ 項 
 

第 ４ 款  衛 生 費 
 

第 ２ 項  第 １ 目 
 
       第 ３ 目 
 
第 ５ 項 
 

第 ６ 款  農林水産業費 
 
   第 ４ 項  第 １ 目 
 
          第 ２ 目 
 

       第 ８ 款  土 木 費 
 

第 10 款  教 育 費 
 

第 ６ 項 
 
第 11 款  災害復旧費 

 
第 ２ 項 
 



 
 
 
 
 ５６ 
 
 ５９ 
 
 ６０ 

第 ３ 項 
 
 繰越明許費 
 
 令和５年度京都府港湾事業特別会計補正予算（第３号） 
 
 令和５年度京都府電気事業会計補正予算（第２号） 
 
 令和５年度京都府水道事業会計補正予算（第２号） 

 
 ６２ 
 
 ６３ 
 
 ６４ 
 
 ７０ 
 
 ７１ 
 
 ７２ 

 
 令和５年度京都府工業用水道事業会計補正予算（第２号） 
 
 令和５年度京都府流域下水道事業会計補正予算（第３号） 
 
 京都府企業版ふるさと納税基金条例制定の件 
 
 都市計画事業に関する市町村負担金を定める件 
 
 急傾斜地崩壊対策事業等に関する市町村負担金を定める件 
 
 流域下水道事業に関する市町村負担金を定める件 

 
 

 

 
  
※ ３月５日（火）・・・説明聴取、質疑、適否確認 
 



 

 

 

政策環境建設常任委員会 

付 託 議 案 
 

 

 

 

 

第 25号議案 京都府手数料徴収条例等一部改正の件 

 

第 28号議案 住民基本台帳法施行条例及び行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律施行条例一部

改正の件 

 

第 29号議案 水質汚濁防止法に基づく排水基準に関する条例一部改正の件 

 

第 46号議案 京都府公立大学法人定款変更の件 

 

令和６年２月京都府議会定例会 

総合政策環境部 



第 25号議案 
 

京都府手数料徴収条例等一部改正の件 

 

令和６年３月  
総合政策環境部 

 

１ 改正の理由 

脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律等の一部を改正する法律（令和４年法律第 69 号。以下「改正法」という。）に

よる建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成 27 年法律第 53 号。以

下「法」という。）の一部改正等に伴い、所要の改正を行う。 

 

２ 改正の概要 

(1) 京都府手数料徴収条例（平成 12年京都府条例第１号）の一部改正 

   法及び建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則（平成 28 年国土交

通省令第５号）の題名の改正に伴い、所要の規定を整備（第１条（別表第２）関係） 

(2) 京都府地球温暖化対策条例（平成 17年京都府条例第 51号）の一部改正 

  法の題名の改正及び条ずれに伴い、所要の規定を整備（第２条（第 26条の２）関係） 

(3) 京都府再生可能エネルギーの導入等の促進に関する条例（平成 27年京都府条例第 42

号）の一部改正 

法の題名の改正、条ずれ等に伴い、所要の規定を整備（第３条（第７条の３及び第７

条の４）関係） 

 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日（２の(2)の一部及び(3)の一部は、改正法の施行の日） 



第 28号議案 

 
住民基本台帳法施行条例及び行政手続における特定の個人を識別する 

ための番号の利用等に関する法律施行条例一部改正の件 

 

令和６年３月  

総合政策環境部  

 

１ 改正の理由 
 

「住民基本台帳法」（昭和42年法律第81号）及び「行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律」(平成25年法律第27号、以下「マイナンバー法」

という。)の一部が改正されたことに伴い、関係する条例について所要の改正を行う。 

 

２ 改正概要 
 
住民基本台帳法及びマイナンバー法の改正により、法律で個人番号の利用が認められ

ている事務に準ずる事務が「準法定事務」として新たに省令で規定されること及びマイ

ナンバー法の改正により、情報連携する事務等を定める法別表が廃止されることに伴い、

関係条例の規定整備を行う。 

 

(1) 住民基本台帳法施行条例（平成 14年京都府条例第 24号） 
 
・住民基本台帳法施行条例に基づく府独自の番号利用事務が準法定事務として位置

付けられる場合には、同法施行条例から当該事務を除く規定を設ける。 

 

(2) 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行条例 

（平成 27年京都府条例第７号） 
 
・マイナンバー法施行条例に基づく府独自の番号利用事務が準法定事務として位置

付けられる場合には、同法施行条例から当該事務を除く規定を設ける。 
 

・マイナンバー法施行条例において、法別表を引用している事務ごとに別表の廃止

に応じた表現に変更する。 

 

３ 施行期日 
 
改正法の施行の日 

 



 

第 29 号議案  

 

水質汚濁防止法に基づく排水基準に関する条例一部改正の件 

 

令 和 ６ 年 ３ 月 
総合政策環境部 

 

 

１ 改正の理由 

水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第 138 号。以下「法」という。）に基づく特

定事業場からの六価クロム化合物の排水基準の強化（0.5mg/L から 0.2mg/L）に

伴い、本条例で定める上乗せ排水基準（0.25mg/L 又は 0.4mg/L）よりも厳しい

基準となったため、所要の改正を行うもの。  

 

 

２ 改正の内容 

六価クロム化合物に関する上乗せ排水基準の規定を削除する。  

 

 

３ 施行期日等 

(1) 令和６年４月１日 

 (2) 排水基準について、所要の経過措置を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

府民意見提出手続（パブリックコメント）の実施結果 

 

 

１ 募集期間 

令和５年 12 月 20 日（水曜日）から令和６年１月 10 日（水曜日）まで  

 

 

２ 意見提出数 

１件  

 

 

３ 意見の内容 

上乗せ排水基準の設定に当たっては、淀川が水道水源として利用されている

こと等を考慮すべき。  



第 46号議案 

京都府公立大学法人定款変更の件 
 

令和６年３月  

総合政策環境部 

 

 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法

律（以下、第 13次地方分権一括法）の公布（令和５年６月１６日）により、地方独立行政法人法に基

づく年度計画の作成及び年度評価の義務付けが廃止されたことに伴い、京都府公立大学法人定

款を変更する。 

 

 

１ 定款変更の理由 

公立大学法人は毎事業年度の開始前に、その事業年度の業務運営に関する計画を作成し、

毎年、評価を受けることが義務づけられていたが、業務の簡素化を図るために、国立大学法人

と同様に年度計画の作成と評価の義務付けを廃止し、中期計画に記載されている指標（※）に

より進捗を管理することとされたことに伴い、京都府公立大学法人の定款について所要の変更

を行うもの 

 

※ 年度計画の廃止には、中期計画に中期目標を達成するため取るべき措置の実施状況に 

   関する指標が含まれていることが必要であり、現在の中期計画に記載されている数値目 

標等を指標として位置付け、年度計画を廃止 

それに伴い、年度計画の策定及び年度計画の評価結果に関する議会報告を廃止 

 

 

２ 定款変更の内容 

京都府公立大学法人の定款から年度計画に係る規定を削除（第１７条第１項、第２０条第２項

及び第２３条第２項） 

 

３ 施行日 

地方独立行政法人法第８条第２項及び第 80条の規定による総務省及び文部科学省の認

可の日から施行 



 

 

 

予算特別委員会 政策環境建設分科会 

審 査 依 頼 議 案 
 

 

 

 

 

第 49号議案 令和５年度京都府一般会計補正予算（第９号）中、所管分 

 

第 64号議案 京都府企業版ふるさと納税基金条例制定の件 

令和６年２月京都府議会定例会 

総合政策環境部 
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第 49 号議案 令和５年度京都府一般会計補正予算（第９号） 

 

◇部所管予算の概要 

（単位：千円） 

款 

現計予算額 

(第７号まで) 

２月補正予算 

計 

第８号 第９号 

総 務 費 5,956,797 0 232,314 6,189,111 

衛 生 費 2,581,474 530,000 △348,483 2,762,991 

土 木 費 127,684 0 7,894 135,578 

教 育 費 11,102,963 0 799,949 11,902,912 

災害復旧費 16,000 0 △3,742 12,258 

計 19,784,918 530,000 687,932 21,002,850 

 

 

■繰越明許費                                    （単位：千円） 

款 
現計金額 

(第７号まで) 

追加金額 
計 

第８号 第９号 

総 務 費 0 0 61,000 61,000 

衛 生 費 0 530,000 1,000 531,000 

土 木 費 7,000 0 40,000 47,000 

計 7,000 530,000 102,000 639,000 
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第 64号議案 

京都府企業版ふるさと納税基金条例制定の件 

 

令和６年３月  

総合政策環境部  

 

１ 制定の理由 

  地域再生法（平成 17年法律第 24号）第５条第４項第２号に規定するまち・ひと・

しごと創生寄附活用事業（府の認定地域再生計画（同法第８条第１項に規定する認

定地域再生計画をいう。）に記載されている事業に限る。）を推進するため、「京都府

企業版ふるさと納税基金条例」を制定する。 

 

２ 条例の内容 

 （１）基金の設置について定めることとした。（第１条関係） 

 （２）基金として積み立てる額について定めることとした。（第２条関係） 

 （３）基金に属する現金は、金融機関への預金その他確実かつ有利な方法により保

管することとした。（第３条関係） 

 （４）基金の運用収益は、予算に計上し、基金に繰り入れることとした。 

   （第４条関係） 

 （５）基金は、その設置の目的を達成するための経費の財源に充てる場合に限り、

処分することができることとした。（第５条関係） 

 （６）知事は、財政上必要があると認めるときは、繰戻し方法等を定めて、基金に

属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができることとした。 

   （第６条関係） 

 （７）その他基金の管理に関し必要な事項は、知事が別に定めることとした。 

   （第７条関係） 

 

３ 施行期日 

  公布の日 



 

 

政策環境建設常任委員会 

付 託 議 案 
 

 

 

 

 

（２月２６日付託分 議案（その１）） 

第 43号議案 指定管理者指定の件 

 

（３月４日付託分 議案（その３）） 

第 73号議案 舞鶴港第２ふ頭多目的クレーン建設工事請負契約締結の件 

 

令和６年２月京都府議会定例会 

建設交通部 



- 1 - 

 

（２月２６日付託分 議案（その１）） 

 

■第 43号議案 指定管理者指定の件 

 

施設の名称 

公営住宅  

洛西西境谷団地、洛西竹の里団地、洛西沓掛団地、下矢田団地、

城山団地、古世団地、穴川団地、向日台団地、上植野団地、向河

原団地、円明寺団地、須知団地、角団地 

特別賃貸府営住宅 

洛西竹の里団地 

指定管理者 
東京都世田谷区用賀四丁目 10番１号 

株式会社東急コミュニティー 

指定の期間 令和６年４月１日から令和 11年３月 31日まで 

 

 

（３月４日付託分 議案（その３）） 

 

■第 73号議案 舞鶴港第２ふ頭多目的クレーン建設工事請負契約締結の件 

 

工 事 名 舞鶴港第２ふ頭多目的クレーン建設工事 

契 約 金 額 1,175,768,000円 

契約の相手方 

大阪市北区中之島３丁目２番４号 

ＩＨＩ運搬機械株式会社 

関西営業所 所長 舘 弘崇 

契約の方法 
地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 234条の規定による一般競

争入札 

契約履行場所 舞鶴市字松陰 

契 約 期 間 議会の議決を得た日から令和８年 10月 31日まで 

 



 

予算特別委員会 政策環境建設分科会 

審 査 依 頼 議 案 
 

 

 

 

 

第 49号議案 令和５年度京都府一般会計補正予算（第９号）中、所管分 

 

第 56号議案 令和５年度京都府港湾事業特別会計補正予算（第３号） 

 

第 59号議案 令和５年度京都府電気事業会計補正予算（第２号） 

 

第 60号議案 令和５年度京都府水道事業会計補正予算（第２号） 

 

第 62号議案 令和５年度京都府工業用水道事業会計補正予算（第２号） 

 

第 63号議案 令和５年度京都府流域下水道事業会計補正予算（第３号） 

 

第 70号議案 都市計画事業に関する市町村負担金を定める件 

 

第 71号議案 急傾斜地崩壊対策事業等に関する市町村負担金を定める件 

 

第 72号議案 流域下水道事業に関する市町村負担金を定める件 

令和６年２月京都府議会定例会 

建設交通部 
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第 49号議案 令和５年度京都府一般会計補正予算（第９号） 

第 56号議案 令和５年度京都府港湾事業特別会計補正予算（第３号） 

第 59号議案 令和５年度京都府電気事業会計補正予算（第２号） 

第 60号議案 令和５年度京都府水道事業会計補正予算（第２号） 

第 62号議案 令和５年度京都府工業用水道事業会計補正予算（第２号） 

第 63号議案 令和５年度京都府流域下水道事業会計補正予算（第３号） 

 

◇部所管予算の概要 

＜一般会計＞                         （単位：千円） 

款 
現計予算額 

(第７号まで) 

２月補正予算 
計 

第８号 第９号 

総 務 費 2,875,784 668,000 ▲ 42,260 3,501,524 

衛 生 費 2,159,669 0 ▲ 719,475 1,440,194 

農林水産業費 336,798 0 ▲ 33,410 303,388 

土 木 費 88,275,023 151,000 ▲ 1,655,787 86,770,236 

災害復旧費 3,196,824 0 ▲ 42,228 3,154,596 

諸 支 出 金 484,362 0 0 484,362 

計 97,328,460 819,000 ▲ 2,493,160 95,654,300 

 

＜港湾事業特別会計＞                     （単位：千円） 

款 現計予算額 今回補正予算額 計 

港 湾 事 業 費 2,090,880 ▲37,247 2,053,633 

 

＜電気事業会計＞                        （単位：千円） 

会計 現計予算額 今回補正予算額 計 

電気事業 503,130 ▲48,375 454,755 

 

＜水道事業会計＞                        （単位：千円） 

会計 現計予算額 今回補正予算額 計 

水道事業 8,401,015 ▲559,775 7,841,240 
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＜工業用水道事業会計＞                     （単位：千円） 

会計 現計予算額 今回補正予算額 計 

工業用水道事業 548,861 ▲43,228 505,633 

 

＜流域下水道事業会計＞                     （単位：千円） 

会計 現計予算額 今回補正予算額 計 

流域下水道事業 24,884,762 ▲1,372,087 23,512,675 

 

繰越明許費 

＜一般会計＞                             （単位：千円） 

款 
現計金額 

(第７号まで) 

追加金額 
計 

第８号 第９号 

総 務 費 0 668,000 346,000 1,014,000 

衛 生 費 0 0 334,000 334,000 

農林水産業費 0 0 91,000 91,000 

土 木 費 24,955,000 151,000 15,462,000 40,568,000 

災害復旧費 1,452,000 0 984,000 2,436,000 

計 26,407,000 819,000 17,217,000 44,443,000 

 

＜港湾事業特別会計＞                      （単位：千円） 

款 現計金額 追加金額 計 

港 湾 事 業 費 650,000 70,000 720,000 

 

第 70号議案 都市計画事業に関する市町村負担金を定める件 

（単位：円） 

事 業 名 負担すべき市町 負担すべき金額 

街 路 事 業 福知山市ほか５市１町 6,444,000 

緊急街路事業 福知山市ほか６市２町 231,007,000 

計 237,451,000 
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第 71 号議案 急傾斜地崩壊対策事業等に関する市町村負担金を定める件 

（単位：円） 

事 業 名 負担すべき市町 負担すべき金額 

急傾斜地崩壊対策事業 綾部市ほか４市２町 63,600,000 

緊急自然災害防止対策事業 綾部市ほか３市２町 23,227,000 

事業間連携砂防等事業 福知山市ほか１市 13,000,000 

計 99,827,000 

 

第 72号議案 流域下水道事業に関する市町村負担金を定める件 

（単位：円） 

事 業 名 負担すべき市町 負担すべき金額 

桂川右岸流域下水道事業 京都市ほか２市１町 3,740,304,366 

木津川流域下水道事業 京都市ほか５市２町 2,934,754,746 

宮津湾流域下水道事業 宮津市ほか１町 753,046,416 

木津川上流流域下水道事業 木津川市ほか１町 1,077,098,913 

計 8,505,204,441 

 


